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１． はじめに 

 世界では IT 機器の爆発的な普及や、AI、ビッグデータ等の活用により、社会のあらゆる

場面でデジタル革命が進み、革新的なデジタル製品・サービス等による新たな市場の開拓、

占有が進んでいる。また、デジタル新時代の価値の源泉であるデータと新しいアイデアを

駆使して新たな付加価値を創出する「人材」の国際的な争奪戦が繰り広げられている。 

我が国では、「未来投資戦略 2018（2018 年 6 月 15 日閣議決定）」において、日本企業の

優れた「技術力」や大学等の「研究開発力」、高い教育水準の下でのポテンシャルの高い「人

材」、ものづくり等の「現場」から得られる「リアルデータ」等を活用し、現場のデジタル

化と生産性向上を徹底的に進め、様々な社会課題を解決できる日本ならではの持続可能で

インクルーシブな経済社会システム、「Society 5.0」の実現を目指している。 

「Society 5.0」の実現には、高い理数能力で AI・データを使いこなす力に加え、課題

設定・解決力や異なるものを組み合わせる力など、AI では代替しにくい能力を用い、価値

創造を行う人材が求められている。「未来投資戦略 2018」では、こうした人材を育成して

いくため、産業界と大学の間で、課題解決型学習やインターンシップ等の実践的な産学連

携教育のノウハウや産業界における AI・IT 分野の人材ニーズ、企業等における処遇等に

つながるポイントなどを共有し、AI・IT 分野についての学生や社会人の学びを促進すると

している。 

産学が連携した人材育成の仕組み等について、文部科学省および経済産業省では、2016

年 8 月に取りまとめられた「理工系人材育成に関する産学官行動計画」に基づき、大学関

係団体等の協力による「産学連携による科学技術人材育成に関する大学協議体」を設立し、

理工系人材に関する産業界ニーズの把握や人材需給調査を行うなど、大学と産業界におけ

る具体的・実効的な意見交換に向けた準備を進めてきた。 

2018 年 3 月 29 日に開催した「産学連携による科学技術人材育成に関する大学協議体と

産業界による意見交換」では、課題のひとつとして、数学の知識を持つ人材への産業界ニ

ーズと数学を専攻する学生の間には認識のギャップがあるとの指摘があった。この指摘を

受け、イノベーション創出には、多様な分野の知識やスキルを持った人材が必要であると

の前提のもと、特に数学の活用にフォーカスを当てた「理数系人材の産業界での活躍に向

けた意見交換会」を実施してきたところである。 

本報告書は、「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」での議論を踏まえ、数

学には、経済活動に大きな影響を与えている AI 等の先端技術を支え、発展させていく可

能性があることや、産学が連携した先駆的な人材育成の取組等について取りまとめるとと

もに、これらを広く発信することを目的とする。 
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２． 「数理資本主義」 

（１） 「数理資本主義」の出現 

現在、世界では、IT 機器の爆発的な普及や、AI、ビッグデータ、IoT 等の社会実装に

より、社会のあらゆる場面でデジタル革命が起き、革新的なデジタル製品・サービス・

システムが新たな市場を開拓していく「第四次産業革命」が進行中であると言われてい

る。 

この第四次産業革命を主導し、さらにその限界すら超えて先へと進むために、どうし

ても欠かすことのできない科学が、三つある。 

 

それは、第一に数学、第二に数学、そして第三に数学である！1 

 

第四次産業革命を加速化させた AI を例にとってみよう。 

現下のいわゆる「第三次 AI ブーム」の火付け役のひとつとなったのは、深層学習（デ

ィープラーニング）の登場である。深層学習は、新たな機械学習のアルゴリズムである

が、アルゴリズムの根幹にあるのは、数学である。 

逆に言えば、数学が、深層学習の実用化を通じて、第四次産業革命を駆動しているの

である。 

もちろん、既存の AI のエンジンをビジネス等活用するだけであれば、数学の基礎的な

能力や知識さえあれば十分であり、高度な数学の能力は必ずしも必要ないのかもしれな

い。むしろ、プログラミングやビジネスセンスなど、数学以外の能力が求められよう。 

しかし、AI の発達に伴って、数学の知識や能力の必要性はますます高まり、ビジネス

や社会により直接的に活用されるようになってくる。例えば、数学の能力は、データ分

析のみならず、モデリングやシミュレーションにおいても発揮される。特に AI と人間と

の協調・協働においては、数学が AI の制御をはじめ、学習データや推定結果の信頼性を

高めるために大いに必要となる。さらに、AI 自体に画期的なイノベーションを起こすと

もなれば、高度な現代数学の能力が決定的な意義を持つ。 

 

 

 

                                     

1 ここで言う「数学」は、純粋数学、応用数学、統計学、確率論、さらには数学的な表現を必要とする

量子論、素粒子物理学、宇宙物理学なども含む広範な概念であり、文部科学省科学技術政策研究所科

学技術動向研究センター報告書「忘れられた科学－数学」（2006 年 5 月）における「数学研究」の定

義をほぼ踏襲している。 
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図 1 第 4 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 6「三宅氏提出資料」p.12 を基に作成 

「人工知能 60 年の歴史と数学の関係」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すでに、社会に大きなインパクトを与えた深層学習についても、その限界を超える AI

の開発競争が始まっている。 

例えば、深層学習は、推定に大きく影響する変数（特徴量）を自動で抽出することで

高度な推定を可能としている一方、その推定結果にいたった根拠が分からないという弱

点がある。いわば、その中身がブラックボックスのまま AI を活用していることになる。

しかし、今後、AI を社会のあらゆる場面において活用するためには、推定結果にいたっ

た根拠を説明できる AI が必要になる。こうしたことから、「説明できる AI」の開発競争

が進んでいる。 

また、データから帰納的にモデルを推定する深層学習に、演繹的なシミュレーターの

技術を組み合わせた新たな AI の開発は、スモールデータからでも新たな知識や洞察を生

み出す可能性があり、優れたシミュレーター技術やリアルデータに強みを有する日本に

とって大きな価値があるという指摘もある。 

いずれの AI のイノベーションも我が国の経済の発展にとって重要と思われるが、こう

した AIの高度化に求められるのが、より高度な数学の能力なのである。 

まさに「数学を制する者は、第四次産業革命を制す」と言っても過言ではない。 
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さらに、「ムーアの法則」の終焉2が見えてきた中、量子コンピュータなど、新原理の

コンピューティング技術の開発競争が進んでおり、その将来性が期待されているところ

であるが、これを扱う人材には、高度な数学の知識とそれを駆使する能力等が求められ

る。こうしたことから、今後も諸科学の基盤となる数学の重要性が増していくことが大

いに予想される。 

 

数学が死活的に重要なのは、AI や量子コンピュータの分野だけではない。 

そもそも、現代のコンピュータの基礎を作り上げてきたのは、ジョン・フォン・ノイ

マンやアラン・チューリングをはじめとした天才的な数学者たちであった。さらに遡れ

ば、デジタル回路の設計において必須となるブール代数は、19世紀の数学者ジョージ・

ブールが提唱したものである。 

また、現代の暗号セキュリティの 8割を占めるといわれる RSA（Rivest・Shamir・

Adleman）公開鍵暗号は、素数が無限にあることとあらゆる整数が一意に素因数分解でき

るということに基づいている。これは、ピタゴラスたちが 2,500 年前に発見・証明し、

応用されているものである。 

このように、現在、社会のあらゆる場面においてデジタル化が進んでいるが、これ

は、目には見えざるとも社会が数学によって形作られつつあるとも言い換えられる。 

 さらにグローバルなデジタル化が進む中においては、自身の個人データや知的財産

権、国家安全保障上の機密を含んでいるデータなどは慎重な保護のもとに置かれるべき

であるが、一方で、医療や産業、交通やその他最も有益な、非個人的で匿名のデータ

は、国境などを意識しないように自由に流通させることが重要となる。こうしたことか

ら、我が国では「Data Free Flow with Trust（DFFT）」のための世界的なデータガバナ

ンスの体制の構築を提唱している。3この DFFT を構築するに当たり、数学はデータに

Trust を与えるデジタル技術を支える基盤として重要な役割を担うであろう。  

                                     

2 シリコン集積回路の集積密度が 18 か月から 24 か月でほぼ 2 倍になるという経験則。インテル社創設

者の一人であるゴードン・ムーアが 1965 年に経験則として提唱したことに由来する。これは、トラ

ンジスタの微細化・高集積化により、ハードウェアが高速化・低廉化することを意味する。40 年以

上、このトレンドに沿って半導体技術が進展してきたが、2010 年代後半以降、半導体の開発ペースが

鈍化し始め、ムーアの法則のペースが維持できなくなることが指摘されるようになった。 

3 安倍総理大臣による世界経済フォーラム年次総会演説『「希望が生み出す経済」の新しい時代に向かっ

て』（2019 年 1 月 23 日）において、我が国が提案した膨大なデータの流通ルールを作るための世界貿

易機関（WTO）加盟国による交渉の枠組み。 
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図 2 第 1 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 4「西原委員提出資料」p.6 

「数学とデジタル技術の関係」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 からも明らかなように、デジタル技術の動向は数学が左右していると言える。ア

メリカなどの巨大 IT 企業が、大学の研究者にも引けを取らない優れた数学者を積極的に

雇用しているのもそのためであろう。 

一方、ここ 7-8 年のアメリカでは、人気職業の上位 10 位以内に「Mathematician」、

「Statistician」、「Data Scientist」、「Actuary」等が入っており、時にはトップ 3

に入る勢いである。このことからも分かるように、労働市場の需要と供給の双方におい

て、数学の知識・能力をもった人材、いわゆる「理数系人材」の人気が高まっていると

言える。4 

我が国においても、理数系人材に対する企業の積極的な雇用が始まっている。 

経済産業省が実施した「産業振興に寄与する理工系人材の需給実態等調査」では、平

成 29 年度採用予定人数と平成 31 年度の採用希望人数を比較すると、全体的には▲7.7％

と採用希望人数が減少している中で、人工知能（＋125.0％）や web コンピューティング

（＋84.7％）に加えて、統計・オペレーションズ・リサーチ（＋90.9％）や数学（＋

69.2％）の割合が増加しており、我が国の企業が理数系人材の獲得に動いていることが

明らかとなっている。5 

 

                                     

4 The 2018 Jobs Rated Report＜https://www.careercast.com/jobs-rated/2018-jobs-rated-report＞ 

5 平成 29 年度産業技術調査事業（産業振興に寄与する理工系人材の需給実態等調査） 
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基本的なプログラミングであれば、職務経験を積むことでスキルがある程度高まるの

で、高度な数学の知識は必ずしも必要ないのかもしれない。しかし、AI など専門領域の

プログラミングでは、大学で学ぶ水準の数学が必須となる。プログラマーの能力は、数

学の知識があることによって、飛躍的に高まるのである。 

日本では、一般に「数学が何の役に立つのか分からない」というイメージが今でも根

強くある。しかし、それは、第四次産業革命前のイメージを引きずっているに過ぎず、

世界の動向とは異なるものと言える。 

 

図 3 第 4 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 6「三宅氏提出資料」p.34 

「プログラミングスキルと数学の関係」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第四次産業革命において、数学の能力が求められるのは、数学がデジタル技術にとっ

て必要であるからだけではない。 

第四次産業革命は、従来の改善・改良ではなく、破壊的（disruptive）なイノベーシ

ョンが起きうる時代である。破壊的なイノベーションには、「モノや構造を支配する原

理を見出す」ことが根本となる。例えば、支配原理を見出すことにより、将来の変化が

起こる前の予兆の検出、予測の精緻化、ビッグデータを重要な部分にのみ着目して活用

することなどが可能となる。数学は、その「支配原理」を見出すための普遍的かつ強力

なツールなのである。6 

                                     

6 「忘れられた科学－数学」p.107 
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言い換えれば、第四次産業革命においては、具体的な課題を抽象化・一般化すること

によって俯瞰し、統合的に解決する能力が以前にもまして強く求められるが、その抽象

化・一般化の能力は、まさに数学によって実現されるものである。抽象化・一般化と

は、複雑な現象に隠された単純な法則の抽出であり、いわば複雑な現象の本質のみが抽

出され枝葉の情報はそぎ落とされるからこそ、その現象の理解が一気に進むのである。 

さらに、数学は、ライフサイエンス、ナノテクノロジー、環境科学、材料科学、物理

学、化学、金融工学、経済学、社会学など様々な分野の科学技術の基盤となるため、数

学の進歩は各分野の発展をもたらすほか、数学を軸とすることで異なる分野の課題を共

通化し、分野横断的・分野融合的な研究開発が可能となる。イノベーションは、一見全

く異なる現象の間に共通点を見出した時に起こると言われるが、数学はこのためのプラ

ットフォームを提供するのである。7また、数学は科学の普遍的な共通言語としての性格

を持つため、国籍・言語・文化・世代の相違を超えたオープンなイノベーションが数学

を通じて可能になるものと期待される。 

しかも、現在、産業や社会に応用されている数学の大半は、19世紀に発展した数学に

過ぎないとの指摘があるが、これは、20 世紀以降の数学という広大なフロンティアが未

だ手つかずのまま広がっているということを意味する。破壊的なイノベーションを望む

ならば、この数学というフロンティアを開拓しない手はあるまい。数学をベースとした

研究開発への投資と人材育成に、もはや待ったはない。 

このように、現下の第四次産業革命の進行が示すのは、数学が国富の源泉となる  

経済－言わば「数理資本主義」の時代の到来である。 

ピタゴラスが「万物は数なり」と言って以来、およそ 2,500 年の時を経て出現した

「数理資本主義」は、まさに「万物は数なり」を如実に体現しているかのようである。 

  

                                     

7 「忘れられた科学－数学」p.106-7 
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（２） 理数系人材ニーズの高まり 

以上のような背景を考慮するならば、近年、産業界をはじめとする関係各方面におい

て、理数系人材に対する期待が急速に高まりつつあるのも不思議ではあるまい。以下に

紹介する有識者の見解は、「数理資本主義」が到来しつつあることを証言するもののよ

うに思われる。 
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に希望のリンゴを植えていこう」＜http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/topics03.html＞ 

※3 森川潤「【編集後記】教養としての「数学とプログラミング」『NewsPicks』」（2016 年 8 月 3 日） 

＜https://newspicks.com/news/1701042/body/＞ 

※4 徳島新聞「【特集】遠くでトーク-大田佳宏さん-」（2015 年 1 月 27 日）＜https://www.topics.or.jp/ 

articles/-/8051＞ 

※5 Cybernet News「【特集：これからの産業社会と数学】自動車開発での数学と物理の役割」（WINTER 

2012 No.134）< https://www.cybernet.co.jp/magazine/cybernet_news/archive/134/no134_12-13.html>  

※6 大矢博之、小栗正嗣、後藤直義、森川潤「究極の武器である数学『週刊ダイヤモンド』」（2016 年 1

月 23 日号）P.26～71 

※7 石川祐介「落合陽一が語る AI 時代の生き残り方 大事なのは「自分の収入と生み出している価値

の差をしっかり把握すること」」（2018 年 8 月 11 日）＜https://news.nifty.com/article/economy/ 

business/12117-9193/＞ 

※8 岩井 健太「日本のビッグデータ・AI 業界に求められるものとは? - NII の教授が語る現状」（2015

年 12 月 21 日）＜https://news.mynavi.jp/article/20151221-NIIAI/＞ 

※9 ビジネス数学「経営者・有識者インタビュー（第 25 回）-データサイエンティストとはどんな職業

か？-」＜https://www.su-gaku.biz/about/interview/no25.php＞ 
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※10 デジタルメディア局 明豊局長 「ソニーコンピュータサイエンス研究所社長と第３次ＡＩブー

ムを考える」（2016 年 7 月 1 日）＜https://newswitch.jp/p/5209＞ 

※11 NEC「トップ研究員インタビュー特集-佐古 和恵-」(2018 年 9 月 28 日)＜https://jpn.nec.com/rd/ 

special/pinnacle/kazue_sako.html＞ 

※12 TED「セドリック・ヴィラニ: 数学の何がそれほど魅惑的なのか」（動画撮影日：2016 年 2 月 16 日）

＜https://headlines.yahoo.co.jp/ted?a=20161003-00002518-ted＞ 

※13 小栗正嗣、大矢博之「文系でも怖くない！ビジネス数学『週刊ダイヤモンド』」（2019 年 2 月 9 日

号）Ｐ.60、61 

※14 JT 生命誌研究館「生命誌ジャーナル（2016 年年間テーマゆらぐ）-見えない世界に自由を描く-」

（91 号）＜http://www.brh.co.jp/seimeishi/journal/091/talk/＞ 
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経済産業省が実施した企業へのヒアリング調査や「数学・数理科学専攻若手研究者のた

めの異分野・異業種研究交流会 20188」の参加企業へのアンケート調査では、基礎からトッ

プまで様々ではあるが、いずれのレベルにおいても理数系人材へのニーズが高かった。特

に IT 企業では、目下の AI やビッグデータ解析を担う人材への不足感が強く、さらには、

数学の応用によるイノベーションへの期待の高まりが感じられる。 

 

＜企業へのヒアリング調査＞ 

 

                                     

8 数学・数理科学専攻若手研究者のための異分野・異業種研究交流会 2018（一般社団法人日本数学会主 

催）＜http://mathsoc.jp/administration/career/kouryukai2018.html＞ 
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＜「数学・数理科学専攻若手研究者のための異分野・異業種研究交流会 2018」参加企業へのアンケート調査＞ 

○数学・数理科学専攻者を必要とする理由 

 

 

（３） 先進各国における「数理資本主義」 

アメリカでは、数学研究を取り巻く状況について 1980 年代初頭から検討が進められ、

1998 年には「米国の数理科学の国際評価に関する上級評価委員会報告」（オドム・レポー

ト）が取りまとめられた。この中では、科学技術の様々な領域において生じている急速な

変化には新しい数学なくして解決できない問題が伴っていること、また、その問題の解決

には独創的な数学技術が必要になるということが指摘されている。この指摘を受け、アメ

リカ政府は STEM(Science, Technology, Engineering and Mathematics)と称して、数学

を科学・技術・工学に並ぶものとして、その研究費を大幅に増強し、数学と他分野との学

際研究に力を入れている。9 

イギリスでは、経済に与える影響が高いものとして、数学を重視しており、2018 年には、

「The Era of Mathematics（「数学の時代」）」とのレポートが出された。この中では、数学

はイノベーションを生む中核であると強調し、数学によるイギリス経済への貢献度は

2,000 億ポンド（GVA(粗付加価値)の約 16％、雇用の 10％）を占めるとの試算をしている。

10 

                                     

9 「忘れられた科学－数学」p.115（参考資料 3-1） 

10 “The Era of Mathematics”, Engineering and Physical Sciences Research Council,2018 
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フランスは、「A Study of the Socio-Economical impact of Mathematics in France」

において、数学のフランス経済への貢献度は約 2,850 億ユーロ（GNP（国民総生産）の約

15％、雇用の 9％）としている。さらに、フランスの数学は世界トップ水準という認識で

あるが、数学の人材が海外の企業に流出していることに警鐘を鳴らした。11 

 その他の国においても同様の試算がなされており、オランダの「Mathematical sciences 

and their value for the Dutch economy」やオーストラリアの「THE IMPORTANCE OF 

ADVANCED PHYSICAL AND MATHEMATICAL SCIENCES TO THE AUSTRALIAN ECONOMY」において

も、数学等の経済効果は、GVA の 10％から 15％程度のレンジとされている。12 

このように、数学に関連した職業による経済効果が注目されるとともに、数学が国富の

源泉であるという認識が、各国政府にも浸透しつつある。これらも「数理資本主義」の本

格的な到来を示唆するものと言える。 

 

（４） 政府における問題意識 

 2006 年、文部科学省科学技術政策研究所が報告書「忘れられた科学－数学」を公表した。

同報告書は、日本の数学研究環境の悪化、人材の不足、数学の研究水準の低下について警

鐘を鳴らし、数学界に衝撃を与えた。 

同報告書はまた、新たなイノベーションにおける数学の重要性を強調し、アメリカやフ

ランスなどと比較しつつ、産業界と数学界の協力の遅れや、日本の産業界の数学の意義や

可能性に関する認識の低さについても指摘した。 

 我が国企業は、1990 年代後半から 2000 年代にかけてのいわゆる「IT 革命」において、

特にソフトウェアの面で後れを取ったと言われるが、ソフトウェアのアルゴリズムの根幹

にある数学が「忘れられた」のでは、IT 革命で劣後したのも当然であったと言えよう。 

文部科学省では、「忘れられた科学－数学」の問題提起を受け、2007 年度に「JST 戦略的

創造研究推進事業」において、初めて数学関係の研究領域である「数学と諸分野の協働に

よるブレークスルーの探索」領域（個人型研究のさきがけとグループ型研究の CREST）が

設定され、2015 年度まで活動が行われた。これが数学研究者の意識に与えたインパクトは

                                     

11 “A Study of the Socio-Economical impact of Mathematics in France”,AMIES,2015 

12 “Mathematical sciences and their value for the Dutch economy”, Platform Wiskunde  

Nederland,2014 

“THE IMPORTANCE OF ADVANCED PHYSICAL AND MATHEMATICAL SCIENCES TO THE AUSTRALIAN 

ECONOMY”, Australian Academy of Science,2015 
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大きく、この領域の活動をきっかけとして数学以外の分野との協働に踏み出した数学研究

者も多い。そして、2011 年、文部科学省研究振興局に数学イノベーションユニットを設置

するとともに、産学の諸問題を数学・数理科学からのアプローチで解決に導き、新たな社

会的価値や経済的価値を創出する「数学イノベーション」の取組を推進しており、第四期

科学技術基本計画（2011 年 8 月 19 日閣議決定）では、数理科学が「横断的基盤技術」と

して位置付けられるにいたっている。また、2012 年度からは、新たに文部科学省の委託事

業として「数学協働プログラム」が開始され、大学共同利用機関法人情報・システム研究

機構統計数理研究所を中心に全国 7つの数学関係研究機関が協力して、数学を活用した学

際研究や産学連携研究を促進するための様々な取組を開始した。 

また、2014 年 8 月には、文部科学省の科学技術・学術審議会先端研究基盤部会に設置さ

れた数学イノベーション委員会が、「数学イノベーション戦略」を取りまとめ、同戦略の下、

数学と諸科学・産業との協働を促進するための環境の整備や協働研究によるイノベーショ

ンの創出を推進し、一定の成果を挙げてきたところである。 

しかし、日本学術会議（数理科学委員会数理分科会）は、「数理科学と他の科学分野や産

業との連携の基盤整備に向けた提言（2017 年 9 月）」において、数理科学と諸科学や産業

との橋渡しができるような研究者は社会のニーズ・期待に応えられるほど十分に育ってお

らず、社会の数理科学への期待に応えようとする新しい気運に対する障害となる可能性が

あると指摘している。さらに、同提言では、連携組織の活動が競争的資金や民間資金など

時限付き資金に支えられていることが、若手研究者による融合的分野の研究への挑戦を躊

躇させている側面があることや、連携研究を推進していることが社会・産業に必ずしも知

られていない点を課題に挙げ、連携の基盤整備、人材育成、個別の取組を組織化し連携を

促進する体制の整備などが必要であることについても言及している。 

「忘れられた科学―数学」の問題提起以降、文部科学省が数学と諸科学や産業との協

働を推進してきたのに対し、経済産業政策・情報政策を所掌する経済産業省が数学の重

要性について気づくのは、遅かったと言わざるを得ない。 

かつて、日本の大学の工学部は機械工学、電気電子工学を中心に応用数学の研究と教

育を担い、優れた数学的能力をもつ研究者を有していた。しかし皮肉なことに、コンピ

ュータの急速な発達に伴って、工学部の人材の数学の能力が低下したとの指摘がある。

一方、アメリカでは、大学のコンピュータサイエンス系の出身者が数学にもある程度強

いが、これは、日本の情報系の大学院の設立母体が主に電気・電子系であったのに対

し、アメリカでは主に応用数学が母体となっていたためであると言われている。 
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従来から経済産業省は産学官連携の研究開発を推進してきたところではあるが、この

場合の「学」の分野は伝統的に「工学」が中心であり、もし、指摘のとおり日本の工学

部の数学の能力が低下しているというのであるならば、数学は経済産業省の政策から遠

ざかったということになる。 

今まさに「数理資本主義」の時代が到来しているならば、そして国富の増大が経済産

業省の使命であるならば、経済産業省は、文部科学省と密接に連携しつつ、経済産業政

策・情報政策において数学を重視することが必要なのではないだろうか。 
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３． 我が国の現状と課題 

数学が国富の源泉となる「数理資本主義」の時代に、我が国は対応できるであろうか。 

日本の数学研究は、伝統的に純粋数学志向が強く、世界の中で一定の存在感を示してい

る。例えば、日本は、若い数学者の優れた業績を顕彰するフィールズ賞の受賞者数(3 名)

では世界第 5 位である。また、2006 年に伊藤清（京都大学名誉教授）が、ガウス賞（社会

の技術的発展と日常生活に対して優れた数学的貢献をした研究者に贈られる賞）の第 1 回

受賞者となっており、さらに、昨年（2018 年）には柏原正樹（京都大学名誉教授）が、チ

ャーン賞（生涯にわたる群を抜く業績をあげた数学者に贈られる賞）の第 3回受賞者とな

っている。そして、これらの賞を授与する国際数学連合（IMU）の総裁を 2018 年まで 4 年

間務めたのが、フィールズ賞受賞者でもある森重文（京都大学高等研究院長）である。こ

うしたことからも、我が国における数学の研究能力の水準は、他国に引けをとるものでは

ないと言うことができる。 

また、義務教育終了段階（15 歳児）の生徒が知識・技能をどの程度活用できるかを評価

した「経済協力開発機構（OECD）」の調査（PISA）によると、我が国の科学的リテラシーや

数学的リテラシーは、国際的に見ても上位にあり、高いポテンシャルを持つことが分かる。

さらに、高校生等が参加する「国際数学オリンピック」や「国際情報オリンピック」では、

例年メダリストを輩出し、国際順位も上位にある。 

 

図 4 第 1 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 2「経済産業省提出資料」p.5 

「OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※義務教育終了段階の 15 歳児の生徒の知識・技能をどの程度活用できるかを評価。3 分野について、 

3 年ごとに調査を実施。72 ヵ国・地域から約 54 万人が参加。日本を含む白塗りが OECD 加盟国 
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図 5 数学オリンピック財団・情報オリンピック委員会の HP より作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1980 年にフィールズ賞受賞者広中平祐氏が主催したことによる「数理の翼夏季セミナー」

では、数理科学に強い情熱と資質を有する若者のために交流の機会の提供等を実施してき

た。2002 年 8月の第 23 回セミナーからは、NPO 法人「数理の翼」が引き継ぐ形で、高い数

学の能力を持つ中高生を育成している。また、近年では、若者同士が SNS を通じて数学の

知識を入手し、切磋琢磨しており、高度な数学の能力をもつ中高生の層が厚くなっている

との指摘もある。13 

これらを見る限り、我が国の未来を担う人材は数学に関して高いポテンシャルを有して

おり、我が国は「数理資本主義」の時代において優位を確保できると期待できる。 

その一方で、国際数学オリンピックにおいて予選通過をした者の進路に関する調査では、

医学系へ進む者が多く、特に収入が高い職に確実に就けるだろうことを重視していること

が分かる。この調査は 10 年前のものではあるが、2017 年度の有名進学校における１学年

の生徒数のうち 13％～39％が医学部を選択している状況を見ると、この傾向は大きくは変

化していないと思われる。14 

  

                                     

13 第 4 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 4「加藤氏提出資料」より 

14 第 1 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 2「経済産業省提出資料」P.8 

※国際情報オリンピック（IOI） は個人戦であり公式データとしての国別順位は存在せず、公開されている 

競技結果 (英語) を元に情報オリンピック日本委員会が独自に作成したもの 
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図 6 第 1 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 2「経済産業省提出資料」p.7 

「国際数学オリンピックの予選通過者の進路等」 

 

 

 

日本の若手数学者の博士後期課程を修了した者の進路状況については、修了後に高等教

育機関に進むものが多く、約 6 割が PD（博士研究員）・研究員・非常勤講師や有期の研究

教育職となっている。民間企業等に進む者は 2013年から 2016年にかけて増加しているが、

全体の 12％程度となっている。 

 一方で、「American Mathematical Society」の調べによると、アメリカの PhD（数理科

学）修了者数は、ここ数年増加傾向にあり、なかでも産業界へ進む者が年々増え、2016 年

には全体の約 30％となっている。アメリカの動向で注目すべきは、PhD 修了者の数が日本

の 10 倍以上である上に、産業界へ進む PhD 修了者が増えている一方で、学術界に進む PhD

修了者は必ずしも減っているわけではないという点である。 
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図 7 第 2 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 9「文部科学省提出資料」p.4、p.5 

「博士後期課程修了者の進路等」 

 

日本の学術界の状況については、「Nature Index」から、日本の科学研究が低下傾向にあ

るとのレポート（「Nature Index 2017 Japan」）が出されている。 

「Nature Index 2017 Japan」によると、2005 年から 2015 年の日本の論文出版数の減少

率が最も大きかったのが計算機科学（37.7％）で、伝統的に日本が強い工学などの分野も

含め、14 分野中 11 の分野で論文の絶対数が減少しているという。数学分野では、論文数

は増加しているものの、その伸びは世界に比べて明らかに鈍化しており、物理にいたって

は減少している。 

レポートでは、この低下傾向を逆転させることが出来なければ、科学先進国としての座
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を追われることになるとの警鐘を鳴らしているほか、こうした傾向により、若い研究者が

フルタイムで働けるポジションが少なくなっている厳しい現状や産学連携の重要性も伝

えている。15 

 

図 8 第１回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 2「経済産業省提出資料」p.11 

「2005－2015 年の日本の分野別論文数の変化」 

 

 「数理資本主義」の到来により、数学の重要性が一層増してきている中、IT 業界では、

数学を専攻している学生を積極的に採用しようとする企業も出てきている。しかし、こう

した企業の採用においても、学生が共同研究やインターンシップを通じて初めて企業のキ

ャリアパスを知るなど、数学に対する企業ニーズが十分に浸透していないと言われている。 

 学生に企業ニーズを広め、数学を異分野で活用していくために必要な能力を身に付ける

には、共同研究やインターンシップが効果的であるが、現状では企業の様々な領域におけ

る課題と数学を結びつけるための通訳者のような存在が必要となり、この通訳者がいない

場合は、企業・大学の両方に大きなコストが生じ、共同研究等に踏み込めないという課題

                                     

15 Nature Index 2017 Japan Vol.543 No.7646 ppS1-S40 
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が指摘されている。 

 大局的に見れば、学術界において研究を究めたいとする優秀な若手数学者が育つことは、

産業界にとっても重要であろう。このような優秀な若手研究者が、産業界と共通のテーマ

を持つことにより、学術界・産業界の両方が活性化し、良い成果が生まれる可能性が広が

るからである。 

 従来であれば「純粋数学」とみなされていたような極めて高度な数学が、デジタル技術

の実用化に直結し、ビジネスや社会を大きく変えてしまう可能性があるのが、「数理資本主

義」である。「数理資本主義」の時代において、純粋数学研究と応用数学研究の区分は曖昧

になり、両研究が重なり合うようになる。また、企業における数学研究が学術的な業績を

生み出し、逆に大学における数学研究がデジタル・イノベーションの源泉となるというこ

とも起きうる。 

そこで重要になるのが、数学専攻の博士課程である。数学へのニーズの高まりに対応す

るには、数学の研究者及び教員を増やす必要があり、そのためには、数学専攻の博士課程

への進学を促進することが求められる。また、政府の取組に加えて、企業が博士課程への

進学の支援や博士課程修了者の採用を積極的に進めるということも考えられよう。 

研究者の可能性を引き出し、優れた研究成果を生み出していくためには、学術界・産業

界のどちらかに進むというキャリアパスだけではなく、既存のクロスアポイントメントや

兼職のような制度の活用を促進していく必要がある。また、大学において、主たる専門に

加えた副専門分野の修得（メジャー・マイナー制）を促進することで、専門分野又は副専

門分野として数学を学ぶ学生を増やすという方法も考えられる。 

他方、企業側の理数系人材に対する理解や受入れ環境も十分とは言えない状況にある。

従来から製造業に国際競争力がある日本では、技術開発の中核となる人材は専ら「工学」

出身であり、そのためか、「数学は役に立たない」という先入観が未だ残っているようであ

る。しかし、「数理資本主義」が出現しつつある中、そのような先入観は時代遅れと言わざ

るを得ない。 

高度な数学は、極めて抽象度が高いために、数学研究の具体的な成果をあらかじめ想定

しにくい場合が少なくない。しかし、検索エンジンや AI の例でも明らかなように、統計

学・解析学等の数学がソフトウェアのアルゴリズムを通じてイノベーションをもたらし、

日常生活を一変させる可能性があるのが「数理資本主義」の時代である。したがって、短

期的に具体的な成果を求めるようなマネジメントは避けるべきである。加えて、数学の研

究においては、思考を繰り返す時間と、他の数学研究者との意見交換の場を通じて、新た

なアイデアが生み出されるのであるから、企業は研究時間と研究交流の場を十分に確保す

ることも重要である。 
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また、数学は研究する上での制約が少なく、女性が活躍できる余地が比較的大きいとい

う利点があるにもかかわらず、数学を研究する女性が、産業界・学術界ともに、依然とし

て少ないことも課題として指摘されている。16企業が「数理資本主義」の時代において、卓

越した数学の才能を有する多様な人材の能力を引き出し、うまく活躍させるためには、働

き方の多様性を許容する企業の柔軟なマネジメントが求められる。 

さらに、企業が新たな価値の創出により競争力の向上を図るとともに、高度な数学を習

得した人材の積極的な採用や処遇の改善に取り組むことも重要である。アメリカにおいて、

数学関連の職業が人気職業の上位に位置付けられているように、日本でも理数系人材が高

い収入、安定した雇用、快適な職場環境等を享受できるようにすることが望ましい。また、

産業界が理数系人材のニーズを明らかにしていくことで、例えば、統計分析等の高度な数

学を活用できる人材を輩出する教育プログラムの増加にもつながると考えられる。 

数学の知識は、学生時代に基本を習得しておかないと、就職してから身に着けることは

容易ではない、あるいは一生涯身につかないことが多いとの指摘もある。 

また、数学の知識や能力を習得するためには、初等中等教育の段階から、数学に関する

興味を高め、あるいは数学に関する苦手意識を払拭することも重要である。そのため、数

学の楽しさ・面白さを伝え、好奇心を刺激し、数学を学ぶ動機を強めるような教育が進め

られている。特に、幼い時からパソコンやインターネットのある生活環境で成長してきた、

いわゆる「デジタル・ネイティブ」と呼ばれる世代には、彼らが当たり前のように 使って

いる身近なデジタル技術がいかに数学によって支えられているかを知ることで、数学への

興味・関心を飛躍的に高めることができるのではないかと考えられる。 

我が国が「数理資本主義」において産業競争力を発揮していくためには、学術界・産業

界の双方において、理数系人材が活躍できる仕組みを構築するとともに、数学研究のレベ

ルが高い我が国の特長を生かしながら、産学連携の拡大により、リアルデータを用いた実

践的な教育機会の拡大を進め、世界レベルで戦える人材を育てていくことが重要となる。 

「数理資本主義」には、「数学が国富の源泉となる経済システム（「資本主義」）」という

意味とともに、「理数系人材を資本（「数理資本」）として重視する考え方」という含意も

ある。この両方の意味における「数理資本主義」にふさわしい新たな経営システムや社

会システムを構築した国こそが、第四次産業革命の勝者となるであろう。 

                                     
16 数理女子＜http://www.suri-joshi.jp/＞：数学の魅力を多くの女性に知ってもらうことを目的に運

営されているメディア。東京大学理学部数学科と慶応義塾大学理工学部数理学科の大学教員が中心と

なり運営をしており、元数学科出身のフリーアナウンサーや音楽家などが数学の魅力を伝える記事作

成や親子を対象に数学の魅力を伝えるワークショップの運営等を行う。 
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４． 理数系人材育成に向けた政府の取組 

（１） 数学イノベーションの推進 

「忘れられた科学―数学」の問題提起以降、文部科学省では、数学と諸科学や産業との

協働を推進してきた。 

具体的には、2007 年度から数学と諸分野の協働研究等を推進するために「JST 戦略的創

造研究推進事業」において「数学と諸分野の協働によるブレークスルーの探索」領域を実

施してきたが、この成果をさらに発展させるため、2014 年度からは新たな研究領域として、

さきがけ「社会的課題の解決に向けた数学と諸分野の協働」領域、CREST「現代の数理科学

と連携する数理モデリング」領域を発足させ、数学の力を生かした様々な研究が実施され

ている。そして、これらの研究をさらに発展させるため、平成 31 年度(2019 年度)より、

新たな戦略目標「数理科学と情報科学の連携・融合による情報活用基盤の創出と社会への

展開」の下にさきがけ・CREST などの研究領域が設けられることとなった。ビッグデータ

や AI の活用だけでは解決できない諸問題に数学の力を活かして取り組み、実社会の情報

を活用し尽くすための数理的情報活用基盤の創出を目指した研究が行われるとともに、数

学と情報科学の融合人材の育成につながることも期待されている。 

また、数学関連の全国共同利用拠点としては、もともと大学共同利用機関法人情報・シ

ステム研究機構統計数理研究所及び京都大学数理解析研究所が活動してきたが、これに加

え、2013 年度から 2014 年度にかけて、九州大学マス・フォア・インダストリ研究所及び

明治大学先端数理科学インスティテュートが新たに全国共同利用・共同研究拠点に認定さ

れ、全国の産業数学や学際数学の研究者の共同利用拠点として活動を実施している。これ

らの全国の数学連携拠点の力を結集させ、数学と諸科学・産業界との連携によるイノベー

ションの創出を図るため、2017 年度には、文部科学省委託事業である「数学アドバンスト

イノベーションプラットフォーム（AIMaP）」を開始し、九州大学マス・フォア・インダス

トリ研究所を中心に全国の大学等の数学連携拠点の力の結集により、数学と諸科学・産業

界との協働の促進や数学の応用事例の発信等を実施している。 
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さらに、2014 年以降、数学博士課程の修了者から産業界へ進む者が数人しかいないとい

う状況を打破するため、日本数学会の産学の有識者からなる社会連携協議会が中心となり、

数理科学を社会に活用できる人材の育成や企業とのマッチングを支援する「数学・数理科

学専攻若手研究者のための異分野交流会」を開催している。 

 交流会では、数学専攻の学生にとってはあまり機会がない企業へのポスターセッション

や企業との交流会を通じ、数学に馴染みのない企業の担当者に対して、どのように数学が

応用できるかを説明するなど、コミュニケーション能力の向上を図っている。 

 交流会に参加した企業へのアンケート調査によると、数学・数理科学への期待するとこ

ろは、データの活用が最も多く、学生に求める素養としては、数学・数理科学以外への関

心や取り組む姿勢、コミュニケーション能力となっている。さらに、企業と大学等におけ

る数学・数理科学研究者との協力促進に必要なこととしては、「新規人材の採用」や「既存

人材の再教育」のほか、「数学・数理科学研究者のデータベースが必要」との声も多く、相

談窓口などがある場合に望むこととしては「数学者の紹介」が最も多いなど、多くの企業

が数学・数理科学者との接点を求めているが、協働のための情報不足を課題と感じている。 

 

図 9 全国の数学連携拠点（数学・数理科学と諸科学・産業との協働の主な拠点） 
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図 10 第 3 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 5「前田委員提出資料」を基に作成 

「数学数理科学若手研究者のための異分野・異業種交流会 2018」 

 

 

 

主催：一般社団法人日本数学会 

共済：文部科学省、一般社団法人日本応用数理学会、東京大学数物フロンティア・リーディング大学院、 

   明治大学先端数理科学インスティテュート、明治大学先端数理科学研究科、 

   文部科学省委託事業「数学アドバンストイノベーションプラットフォーム（AIMaP）」 

後援：一般社団法人日本経済団体連合会 
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図 11 第 3 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 6「文部科学省提出資料」p.2、p.3、p.4 

「数学・数理科学専攻若手研究者のための異分野・異業種研究交流会アンケート集計結果」 
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（２） 大学における数理・データサイエンス教育等の推進 

① 全ての学生が基礎的素養を身につけられる教育システムの構築 

「Society 5.0」においては、広範囲かつ目的に整合したデータの取得を前提として、そ

れらのデータに内在する本質的構造を見極め、数理的思考に基づいて解析・問題解決を行

う能力、つまりデータサイエンスを活用して新たな価値を生み出し、有用なシステム構築

につなげる能力が求められている。このため、数理的思考力とデータ分析・活用能力を持

つ人材の育成が必須となっており、社会に価値やサービスを生み出すという目的に合致し

た大学教育システムの構築が急務となっている。 

文部科学省では、全ての学生がどの学部に進学しても数理的思考力とデータ活用能力を

身に付けることができる教育体制の構築を目指し、大学における数理及びデータサイエン

ス教育の強化方策を検討するため、2016 年度に「数理及びデータサイエンス教育の強化に

関する懇談会」を設置し、議論の取りまとめを公表した。取りまとめにおいては、大学に

おける数理・データサイエンス教育の現状は、 

○数学や統計を一般教育・専門基礎教育科目として設けている大学もあるが、その多く 

は自由選択や理系のみ必修・選択必修となっている 

○数理・データサイエンスが社会においてどのように活用しうるかを教えられる教員は 

少ない 

といった指摘がなされ、今後は、専門分野を超えて、数理・データサイエンスを中心とし

た全学的・組織的な教育を行う組織を整備し、人材育成の取組等を支援することが必要で

あるとされた。これらを受け、6 大学（北海道大学、東京大学、滋賀大学、京都大学、大

阪大学、九州大学）を拠点大学として整備し、従来の文系理系の枠を超えた全学的な数理

及びデータサイエンス教育を実施するとともに、拠点間においてコンソーシアムを形成し、

学生が身に付けるべき基本的な素養や、学修成果の評価方法等を体系化した標準カリキュ

ラムの策定・活用等による数理・データサイエンス教育の全国の大学への普及・展開を推

進している。2019 年度からは、20 大学を協力校として整備し、文系の学生向けなど、複数

のレベルに対応した実践モデルの構築といった、標準カリキュラム等を活用した全国展開

の加速化を図ることとしている。 

 

② 数理・データサイエンス教育の全国展開の今後の方向性 

全ての学生が数理的思考力とデータ活用能力を身に付けるためには、標準カリキュラム

の策定・活用等による数理・データサイエンス教育を受けることのできる教育体制の構築
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に加え、数理・データサイエンスに関する学修成果が社会で評価され、学生が主体的に数

理・データサイエンスを学びたいと思える環境を構築することが重要である。 

このため、産業界、大学等、関係省庁（内閣府、文部科学省、経済産業省）の産学官に

よる連携のもと、数理・データサイエンスに関する社会のニーズを踏まえた教育内容をレ

ベル別に設定し、教育プログラムを認定するとともに、例えば、採用活動等における認定

プログラム活用につなげる仕組みの構築などの検討を進めている。 

 

③ 様々な分野でデータサイエンスの応用展開を図る専門人材の育成 

膨大なデータが溢れる時代において、数理的思考やデータ分析・活用能力を持つ人が戦

略的にデータを扱うことによる経営等への影響は極めて大きい。我が国が国際競争力を強

化し、世界に先駆けて「Society 5.0」を実現していくためには、データから新しい価値の

創造を見いだせる人材（データサイエンティスト）の育成が急務となっている。 

このため、文部科学省では、2018 年度から、産学官による実践的な教育ネットワークを

構築し、文系理系を問わず様々な分野へデータサイエンスの応用展開を図り、それぞれの

分野でデータから価値を創造し、ビジネス課題や社会課題に答えを出す人材、いわゆるデ

ータサイエンティストを育成する取組を支援している。北海道大学や大阪大学をはじめと

した 5 大学の取組を選定し、産業界・複数大学・地方公共団体等との協働により実践教育

プログラムを開発・実施し、その成果を広く全国に普及させることとしている。 

 

【事例 1：北海道大学における取組 】 

 北海道大学における全学的な数理・データサイエンス教育は、教育段階に応じた複数の

教育プログラムを実施しており、1 年次全学生を対象とした「一般教育プログラム」は、

データサイエンスの基礎的要素を身に付けるための科目で構成している。中でも AI や深

層学習の基礎となる Python プログラミングを含む「情報学Ⅰ」は 1年次（約 2,500 人）の

必修科目として位置づけている。専門教育段階の「専門教育プログラム」では、全学部か

ら抽出したデータサイエンスに関係する約 100 の専門科目を生命・数理・社会の 3 分野に

分けて基礎と発展の 6 つのコースとして全学を対象に開講し、「一般教育プログラム」と

ともに、一定の要件を満たした学生に修了証を発行している。加えて、卒業研究時の学生

を対象として、オーダーメイド型の「実践教育プログラム」を開設し、実データの解析・

応用をもとに、様々なニーズに対応できる課題解決力を養成し、異分野連携型の卒業研究

が可能となる体制を構築している。 

 全学部への展開にあたっては、大学独自の「数理・データサイエンスプラットフォーム」
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を構築し、学生が習熟度に合わせて学ぶことができる教育支援システムや企業、地方公共

団体等から提供された教材用データを用いて学習できる体制を整え、今後、他大学での活

用も視野に入れている。 

また、北海道大学では、より高度な教育・人材育成事業として、修士課程や博士課程へ

の展開も進めている。大学院修士教育においては、自身の専門を生かし問題の解決方法を

発見するデータサイエンススキルと専門が異なる者と協働するコミュニケーション力を

養成する。さらに、大学院博士教育においては、実社会における複雑な問題に対し、「問題

の所在を明確にし、その解決のための手法を適切に選び出すデザイン力」の養成を目指し

ている。（図 12） 

 

図 12 北海道大学 数理・データサイエンス教育研究センターにおける教育ビジョン 

 

 

 

特に、大学院博士育成においては、より高度で実践的な力を養成するため、企業や自治

体と連携し、実際の問題解決に協働で取り組むコンソーシアムを学内に設置する仕組みの

整備に取り組んでいる。2019 年度には、その仕組みを利用し、我が国で急速に進む社会イ

ンフラの老朽化問題の解決に取り組む「次世代スマートインフラ管理人材育成コンソーシ

アム」を立ち上げる予定であり、企業参画の体制が確定している。（図 13） 
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図 13 人材育成基盤「北大モデル」を実践する「次世代スマートインフラ管理人材育成コンソーシアム 

（文部科学省「データ関連人材育成プログラム(D-DRIVE)」事業） 

 

 

 

 

【事例 2：大阪大学における取組】 

大阪大学の数理・データ科学教育センター（MMDS）では、前身の金融保険センター（CSFI）

から運営してきた大学院生向け副プログラムに加えて「数理・データアクティブラーニン

グプラン」を策定し、全学部生向けに数理・データサイエンスの素養を身に付けるための

教育を展開している。データサイエンスは現実を知る学問であり、数理科学は現実の背後

にある原理を明らかにするものとの考えから、現実、数字、モデル、数式、解析、応用を

掛け合わせて全体を理解できる人材育成を目指しており、このプランは、様々な領域から

数理やデータに関係する要素を抽出して組み合わせることで、実践的な能力を学べる内容

となっている。 

 関西地区では、6 大学によるコンソーシアムを形成し、数理・データ・バイオ・医療な

どに関する共通プログラムを展開していくことで、博士人材の育成を推進するとともに、

産業界・自治体・研究所等とのネットワークを構築し、社会人教育やインターンシップ、

スタディグループの推進も併せて行うことで、数理・データサイエンス人材の活躍を推進

している。 

 

（３） 工学系教育改革における工学基礎教育の強化 

我が国の工学部は、明治以来の学科・専攻の編制に基づく一つの分野を深く学ぶモデル
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の創出を目指す工学の役割を再認識し、それらを支える人材のための工学系教育の革新が

喫緊の課題である。 

文部科学省では、2017 年１月に大学・産業界の有識者で構成される「大学における工学

系教育の在り方に関する検討委員会」を設置し、社会及び産業界の変革への対応、各大学

の特性を生かした多様性の創出が可能となる工学系学部・大学院の教育体制・教育課程の

在り方等について重点的に検討を行った。これらの議論の中で、緊急的に取り組むべき事

項を 2017 年 6 月に「中間まとめ」として取りまとめた。 

中間まとめでは、学科・専攻ごとの縦割りの見直しや、メジャー・マイナー制の導入に

ついて提言されているが、加えて、大学の工学系学部において、数理・データサイエンス

に関する専門基礎科目の開講状況は、「統計学」、「確率論」を除き全体的に低いが、企業で

は、これらの実務での必要性を比較的高く考えていることも指摘されている。こうしたこ

とからも、数理・データサイエンスを含む、数学・物理等の専門基礎科目を今後更に充実

していく必要性についても提言がなされた。 

また、中間まとめにある取組のうち、重点的に講ずべき施策について議論を行った「工

学系教育改革制度設計等に関する懇談会」の取りまとめにおいても、数学、数理・データ

サイエンス（確率・統計を含む）について、工学系基礎教育のモデル・コア・カリキュラ

ムの中でも工学全体必修科目としての導入が可能になると提言がなされた。 

これらの方向性を踏まえ、2018 年度には「科学技術の社会実装教育エコシステム拠点の

形成事業」を実施し、4 大学（北海道大学、埼玉大学、名古屋工業大学、金沢工業大学）

において、工学基礎教育モデル・カリキュラムの先導的開発等に取り組んでおり、今後、

他大学への普及を図ることとしている。 

 

（４） インターンシップの推進 

 経済産業省では、イノベーション創出人材の育成を目的として、修士・博士人材が、企

業の研究現場等において 2か月以上の中長期研究インターンシップを行うことを推進して

いる。中長期の研究インターンシップの推進にあたり、企業側には大学とのマッチングや

雇用契約・守秘義務契約等のコストがあり、大学側には学業との調整が研究室単位では困

難との課題があった。そのため、2012 年に産学のメンバーからなる検討会を立ち上げ、「中

長期研究インターンシップガイドライン」を策定したほか、企業と大学との契約に関する

標準項目等を示す契約書の雛形を作成している。 

【契約書雛形の標準項目例】 

・実施計画書 ・実施機関 ・実施費用 ・服務規程順守 ・災害補償 ・損害補償 ・秘密情報の保持 

・知的財産権 ・成果の取扱 ・第三者機関への派遣 等 



 

32 

また、大学と企業からなる「一般社団法人産学協働イノベーション人材育成協議会（2014

年 1 月設立）」において、ガイドラインや企業と学生のマッチングシステム（オンライン）

等を活用しながら、中長期研究インターンシップを推進しており、2014 年度から 2017 年

度の 4 年間で累計 233 名が参加している。 

 

図 14 第 3 回「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」資料 4「経済産業省提出資料」p.2 

 

さらに文部科学省では、優れたインターンシップを広く全国に普及させるための「届出・

表彰制度」を創設し、2018 年 12 月に文部科学省として初めて表彰式を開催した（最優秀

賞：山形大学、選考委員会特別賞：恵泉女学園大学、優秀賞：長岡技術科学大学、大阪大

学、亜細亜大学、東京工科大学、湘北短期大学、仙台高等専門学校）。加えて、日本学生支

援機構と連携しながら、教育的効果の高いプログラムを構築・運営する専門人材の育成・

配置等に取り組んでいる。 

 

【長岡技術科学大学における取組】 

長岡技術科学大学のインターンシップは、大学院への進学も視野に入れた必修科目とし

て設計され、例えば情報・経営システム工学課程の学生では情報系を含めた企業等へ約 5

か月間、学生の適性や専門性等を考慮した長期のインターンシップを行うなど、大学の特
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色や目的が連動した取組となっている。 

特に、インターンシップの PDCA に当たっては、報告書や受入企業等の責任者からの「評

定書」だけでなく、修士課程修了後 5 年以上経過し、社会人として実務に携わっている修

了生を対象としたアンケート調査を実施し、インターンシップの効果の検証を行っている。 

さらに、「実務訓練シンポジウム」や「実務訓練報告会」の開催のみならず、学内に「実

務訓練委員会」を設置するなど、全学的な取組となっているだけでなく、大学として「実

務訓練責任者」を企業等に委嘱するとともに、インターンシップ実施期間中の担当教員に

よる企業への訪問等により、組織対組織の産学協働の仕組みを構築している。 

 

（５） IT・データ人材の育成 

① 成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT） 

社会の様々な場面でサイバーセキュリティ、IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、組込

みシステムなど情報技術の活用が急速に広がり、社会構造や価値観が複雑化する現代社会

においては、情報技術を高度に活用して、社会的問題の本質まで掘り下げて解決策を描く

ことができる高度で実践的な情報技術人材の育成が求められている。 

文部科学省では、「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT17）」におい

て、産学連携により企業等の実際の課題に基づく課題解決型学習（PBL：（Project Based 

Learning））等の実践教育の取組を推進している。この取組は、2012 年度から 2016 年度ま

で大学院生向けに実施し、2016 年度からは大学学部生向けにも取組を拡大して複数の大学

と産業界の連携によって、ビッグデータ・AI、セキュリティ、組込みシステム、ビジネス

システムデザインの 4 分野にわたって実践的な情報教育を実施している。 

ビッグデータ・AI 分野では、スーパーにおける実際の販売データを活用した自動発注シ

ステムによる売り上げシミュレーション等、実データを用いた PBL 等を通じ、ビッグデー

タ処理、AI、クラウドに関する技術を活用して、社会の具体的な課題を解決できる人材の

育成を目指した実践的な教育プログラムを開発・実施している。 

さらに、2017 年度からは、社会人の学び直しのための体系的教育プログラムの開発・実

施を推進している。これにより、全国の大学への実践教育の普及や、情報技術を高度に活

用して社会の具体的な課題を解決できる人材の育成を目指している。 

 

                                     

17 enPiT（エンピット）：Education Network for Practical Information Technologies の略 
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② 未踏 IT 人材発掘・育成事業 

我が国における情報技術（IT）関連分野の発展に不可欠な突出した IT 人材の発掘・育成

が、我が国の国際的な競争力を高める上で重要な課題となっている。 

経済産業省は、ソフトウェア関連分野においてイノベーションを創出することのできる

独創的なアイデア、技術を有する優れた個人を発掘・育成することを目的に、独立行政法

人情報処理推進機構（IPA）を通じて「未踏 IT 人材発掘・育成事業」を実施し、2000 年の

事業開始からこれまで約 1,700 名の人材を発掘・育成している。また、2017 年度から、未

踏的 IT 人材のアイデアを活かした起業・事業化を支援し、その実現を通じて人材の育成

を行う「未踏アドバンスト」事業を開始している。2018 年度からは、将来的に世の中を抜

本的に変革できる先進分野をテーマとし、当該分野をリードできる人材を育成する「未踏

ターゲット」事業を開始した。2018 年度は、「アニーリングマシン」、「ゲート式量子コン

ピュータ」を活用するためのソフトウェア研究開発をテーマに、IT・物理等の分野の垣根

を越えた人材育成を実施している。 

 

③ 第四次産業革命スキル習得講座認定制度 

 経済産業省では、IT・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献

する分野において、社会人が高度な専門性を身に付けキャリアアップを図る専門的・実践

的な教育訓練講座を経済産業大臣が認定する「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」

を 2017 年 7 月に創設し、社会人の学び直しを支援している。 

これまでの認定では、56 講座のうち、AI やデータサイエンス分野の講座が 35 講座を占

めるなど、統計学・数学の知識とビジネススキルを身に付け、実践的な演習を通じ、独力

で「課題の発見と解決」や「新ビジネスの創出」をリードしていける人材の輩出を目指す

教育訓練講座への期待の高まりが感じられる。 

 

④ 基本情報技術者試験の出題の見直し（理数能力の重視） 

 ITに関する基本的な知識・技能を評価するための国家試験である「基本情報技術者試

験」では、AI の社会実装が進展していることや「未来投資戦略 2018」の中で理数能力の

重要性が示されていることを踏まえ、試験における理数能力を重視するため、線形代

数、確率、統計などの数学に関する出題比率を向上させ、2019 年の秋試験から適用を開

始する18。 

                                     

18「基本情報技術者試験における出題を見直し」＜https://www.ipa.go.jp/about/press/20190124.html＞ 
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５． 産学官連携の取組 

（１） 理数系人材の PBL・研究インターンシップ 

① 世界における PBL・研究インターンシップ 

世界における数学の PBL は、1968 年にオックスフォード大学で生まれた Study Group 

with Industry に始まると言われており、学生の育成だけではなく、PBL を通じて教員と

企業の共同研究が始まり、これがさらに学生の関心を集めるというサイクルが注目され、

欧州全域に広がっていった。 

 アメリカでは、カリフォルニア大学ロサンゼルス校の IPAM(Institute for Pure and 

Applied Mathematics)やブラウン大学の ICERM（The Institute for Computational and 

Experimental Research in Mathematics）において、社会課題をテーマに設定し、そのテ

ーマに基づく研究者を集め、研究所や産業界から提案を受けたプログラム等を実施してい

る。また、最近では、イリノイ大学のアーバナ・シャンペーン校のように、組織的に数学

の博士課程における研究インターンシップを推進する動きも見られている。 

 

② マス・フォア・インダストリ研究所（九州大学） 

 日本では、九州大学が、2011 年 4 月に「マス・フォア・インダストリ研究所（IMI）」を

創設し、産業界の要請に応える共同研究や若手研究者の育成などに関する先駆的な取組を

行っている。IMI の教員のバックグラウンドは、代数学、幾何学系なども含むおおよそ数

学の全分野をカバーしており、産業数学の研究所としては国際的にも例をみない特徴的な

ものであり、きわめて現代的でユニークなものとされている。この IMI の取組のベースと

なるのは、スタディグループ・ワークショップと研究インターンシップである。 

スタディグループ・ワークショップでは、数理的・数学的な問題（数学を使えば解決に

至ると期待できる課題）等の未解決問題を企業から提案・解説してもらい、数学の研究者

や学生が一週間程度の会期中に解決を目指していく。この取組を通じて、企業にとっては、

問題の解決や解決の糸口の発見、問題が数学的に明確にできる等の効果や数学者と企業の

協働研究への発展につながる。また、学生にとっては産業や異分野の問題に触れることで、

興味・関心が広がり多様なキャリアパスにつながる効果がある。 

 研究インターンシップでは、最低 3 か月以上、企業の R&D 部門が大学院生をインターン

シップとして受け入れ、実際の研究開発に従事する。インターンシップの受入れ前には、

企業と学生のマッチングを行い、企業から知っておくべき知識や論文等を学生に提示し、

学生が予習等をする機会を設けるとともに、受入れ後のフォローのためにメンターも配置
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している。これまでに、80 名以上の数学博士課程の学生が、20 社以上の企業で研究インタ

ーンシップを実施しており、共同研究や論文発表への発展のほか、学生のキャリアパスの

広がりにも繋がっている。 

 この研究インターンシップの取組は、海外でも展開している。海外長期インターンシッ

プでは、学生の生活環境や語学の壁を取り除くため、まずは数か月の間海外の大学へ通い、

環境に慣れた後に企業でのインターンシップを実施するプログラムとなっている。 

 なお、このような海外企業でのインターンの実施やスタディグループの国際展開を始め、

海外との連携基盤のひとつになっているのが、オーストラリア・メルボルンにあるラ・ト

ローブ大学に 2015 年に設置した九州大学 IMI 分室である。そこには 2 名の教員（承継職）

を配置している。オーストラリア・ニュージーランドは数学のレベルが高く、さらに欧米、

特に英国の影響を色濃く受けていることもあり、純粋数学・応用数学・統計学のバランス

もよい。例えば、オックスフォード大学から始まったスタディグループの歴史も古く CSIRO

（Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation）なども深く関与し

ている。 

また、九州大学では、数学・統計学を基盤とする卓越した独創的研究能力とグローバル

な活躍に必要な英語力を育み、海外インターンシップの推進や海外企業とのコミュニティ

作りを推進してリーダーシップの涵養を図るための体系的な 5年一貫の学位プログラムを

創設・運営している。さらに他の 5大学とともに九州大学でも、数理・データサイエンス

センターを設立し、その教育を推進している。IMI がその主翼の一部を担っていることも

あり、数学からの視点も少なくない。 

このほか、IMI が牽引して設立した Asia-Pacific Consortium of Mathematics for 

Industry は、文字通りアジア太平洋州における産業数学の振興について、欧米の産業界・

アカデミアの研究者を巻き込みながら進めている。なかでも、九州大学が IMI を設立する

以前の 2007 年から年に一度、テーマを決め開催してきた国際会議 Forum Math-for-

Industry は、当初の日本での開催から、2016 年にブリスベン、2017 年にホノルル、2018

年に上海と海外持ち回りで開催している。2019 年はオークランド、2020 年はハノイ開催

が決まり、その後も、メルボルン、バンコクが招致のために立候補しており、さらには、

NIMS （National Institute for Mathematical Sciences（韓国)）も招致のための検討を

始めている。ここでは、企業において数学を使う研究者の参加もあり、国内外の大学院生・

ポスドクの国際的環境下における育成が積極的に図られている。また、例年 20 件以上行

っている企業との共同研究も、大学院生が主力として参加するなどして成果をあげている。 
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③ 東京大学大学院数理科学研究科と産業界の連携 

 東京大学大学院大学数理科学研究科では、九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 

(IMI) とも連携しつつ、スタディグループ・ワークショップを年間 3回程度開催し、企業

等から提示された課題について数学の研究者や学生が一週間程度の会期において集中的

に議論を重ね、数学的なアプローチによる解決策を検討している。特に 3 回のうち 1回は、

環境数理スタディグループとして、汚染予測などに関する課題に取り組んでいる。 

2016 年度からは、数物フロンティア・リーディング大学院 (FMSP) の活動の一環とし

て、大学院数理科学研究科を中心とした博士課程の FMSP コース生 30 名を対象に、1 年近

くの長期間にわたり、製造業、コンサルタントなどの企業や気象、海洋関係の研究所など

から提示された課題の解決策について検討を重ねる社会数理実践研究を行っている。これ

は、長期型のスタディグループ・ワークショップとも言うべき活動であり、これまでの成

果は数理科学実践研究レターとしてまとめられている。そして、製造業やコンピュータ関

係の会社の工場・研究所での見学会や交流会も実施し、大学院生が多く参加している。 

この活動に参加した学生にとっては、数学が企業の抱える問題の解決に役立つことを知

る良い機会となっており、コース生のうちの 20％は博士号 (数理科学) 取得の後、企業に

就職している。一方、数学での博士号取得者が企業にとっていかに重要かは、産業界から

も認識されつつある。実際、コース生を雇用した産業界側からは次のような意見があった。  

「研究現場では、データ提供者である実験研究者達のニーズに向き合い、最速で最良の

課題解決方法の提案が求められることに加え、データが扱う問題の専門分野は多岐に亘っ

ている。従って、既存のデータ解析法を単に持ってくるだけでは大抵上手くいかず、デー

タ提供者のニーズに適合する方法をゼロベースから考え構築する必要がある。数学は、理

学・工学他、既存理論の主張を一貫した思考の枠組み上で理解し、統合するための共通言

語体系であるので、FMSP 修了者のように、数学の専門性を究め、実践研究を経験している

人材であれば、先入観なしにデータ提供者と対話ができ、問題の本質を見抜き、関連する

学術理論の原理・原則にのっとり、ニーズに最も適した課題解決法の提案が可能である。」 

そして、これらの活動が契機となり、本研究科において、新日鐵住金株式会社による社

会連携講座「データサイエンスにおける数学イノベーション」が 2018 年度より設置され、

この講座に関連したものを含めて、産業界と複数の共同研究が進行している。 
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④ 東北大学と産業界の連携 

 カリフォルニア大学ロサンゼルス校の IPAM では、大学学部生を対象に、スポンサー企

業が数学的課題を出し、学部生 5～6 人のチームが 3 か月をかけて解決する RIPS（Research 

in Industrial Projects for Students）を 2001 年から継続して実施している。この取組

は、企業への就職ということに対して学生のメリットになるという特徴もあることから、

約 30 人の定員に 800 名以上の応募がある。 

 この取組を国際展開する目的で、東北大学において数理科学連携研究センターと材料科

学高等研究所の合同により、GRIPS-Sendai2018（Graduate-level Research in Industrial 

Projects for Students）が開催された。 

 GRIPS-Sendai2018 では、トヨタ自動車株式会社と日本電気株式会社がスポンサーとなり、

アメリカから 4 名、日本から 6 名の学生が参加した。 

 トヨタ自動車株式会社からは、自動運転が実現している近未来における「e-Palette」運

用の最適化戦略を、現実の移動データを用いて検討・構築する課題、日本電気株式会社か

らは、Wi-Fi 環境を用いた高精度の室内測位を実現するための新たなアルゴリズムを探索

する課題を設定し、各 5 名のチームで課題解決に取り組んだ。 

 トヨタ自動車株式会社の課題では、仙台都市圏パーソントリップ調査とニューヨーク市

におけるタクシーの乗降データから条件設定を行い、公共交通として都市における需要に

対して何台の e-Palette が必要であるかについて、顧客満足度（待機時間・遅延時間）を

コストとみなした際の総利益最大化問題で解くなど、自動運転によるモビリティサービス

でのインセティブ設計に対する示唆が得られた。また、運行コストの最小化の観点から、

充電デポットの最適化配置を検討するとともに、建築デザインを学ぶ学生を中心に都市近

郊での集約型急速充電ステーション配置の可能性を導出した。参加学生は、数学を含む幅

広い分野から集まり、そのダイバーシティを活かしたグループ研究を展開した。数学を専

門としない工学系分野の参加学生からは、「数学は面白いのだということを初めて感じた。」

「数学があれば異なる分野の人たちが協力して働けるのだということを知った。」など、満

足感と驚きを合わせた実感が寄せられた。 

 この実践的な取組を通じ、参加学生と企業の双方が、社会的課題解決と経済成長の同時

解決モデルをチームワークと数学応用によって導出できるという確かな手ごたえが得ら

れるとともに、グローバルイノベーション創出には、共通言語となる数学が不可欠であり、

理数系人材の育成と活躍が必須であることを実感する結果となった。 
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（２） 国立研究開発法人における取組 

 国立研究開発法人理化学研究所では、理論科学・数学・計算科学の研究者が分野の枠を

越えて基礎科学研究を推進する国際研究拠点として、数理創造プログラム

（Interdisciplinary Theoretical and Mathematical Sciences Program（iTHEMS））を

2016 年度からスタートし、活動をしている。 

 この取組は、「数理」を軸とする分野横断的手法により、宇宙・物質・生命の解析や社会

における基本的問題の解決を図ることを特徴としており、数学、物理、計算科学、宇宙科

学、生物学・生化学など多様な分野の若手研究者が、分野の枠を越えて同じ場所で研究活

動を行っている。分野横断型のスクール・ワークショップの開催、日常的な異分野交流の

場の設定などを通じて、ブレークスルーをもたらす研究土壌の開発や若手人材の育成を推

進している。また、国内の大学や海外の研究機関等との連携を通じ、国際頭脳還流ネット

ワークを構築している。さらに、企業や社会で数理がどう使われているかを知るための産

学連携レクチャーを定期的に開催しており、企業の数理科学研究者との交流を通じて企業

との共同研究に発展した例も生まれている。 

 国立研究開発法人産業技術総合研究所においても、情報・人間工学領域において、理数

系人材が多く活躍している。また、企業と大学との「橋渡し」を担う中核プラットフォー

ムである「冠ラボ」や「オープンイノベーションラボラトリ」の取組などを通じて、分野

の枠を越えた研究開発や人材育成を推進している。 
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６． まとめ 

 現在、我々は、経済社会のあらゆる場面がデジタル化されていく「第四次産業革命」を

目の当たりにしている。我々が、AI、ビッグデータ、IoT といった言葉を耳にしない日は

ないほどである。これらの現象の底流にあるのは、数学が国富の源泉となる経済システム

―「数理資本主義」の出現である。 

「数理資本主義」は、世界各国でほぼ同時多発的に出現しつつある。「数理資本主義」の

時代における国際競争は、数学をめぐる国際競争であると言ってよい。このことに気づき、

すでに戦略的に動き始めているアメリカ、イギリス、フランスのような国もある。 

理数系人材が有する数学の高度な能力を引き出してイノベーションへとつなげる、「数

理資本主義」の時代にふさわしい経営システムや社会システムとは、どのようなものであ

ろうか。それは、これまでの経営システムや社会システムとは違った、新しいものとなる

であろう。しかし、その具体的な解については、どの国・企業も未だ模索中のようである。

その最適解にいち早く到達した国・企業こそが、「数理資本主義」の時代の勝者となること

であろう。 

そして、我が国には、その勝者となる可能性がまだ残っている。 

 我が国の産業界は、「第三次 AI ブーム」の到来もあって、数学が企業の競争力の勝敗を

決する時代になりつつあることに気づき始めており、理数系人材の積極的な獲得に向けて

動く企業も増えている。学術界においても、データサイエンス学部の創設など、数学にお

ける産学連携や産業界への理数系人材の供給に積極的に取り組もうとする動きがある。こ

の潮流をより拡大し、さらに確かなものにしていかなければならない。 

また、我が国の数学の能力は、決して他国に引けを取るものではなく、優れた数学の能

力を有する若い人材にも恵まれている。この未来を担う人材を育て、生かしていくために

産学官が密接に連携・協働し、我が国の数学を一層発展させ、数学と異分野との融合によ

る諸科学の発展を強力に推し進めていかなければならない。 

 さらには、「数理資本主義」の時代にふさわしい経営システムや社会システムのモデルを

世界に先駆けて創造し、それをグローバルに発信していくことまで視野に入れるべきであ

る。 

2006 年の「忘れられた科学―数学」は、専ら数学者たちに衝撃を与え、学術界及び文部

科学省が「数学イノベーション」へ向けての意識改革や取組へと踏み出す端緒となった。

「次は、産業界と経済産業省が具体的に動き出す番である」と勧告して、本報告書のむす

びとする。  
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７． 「理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会」開催概要  

＜意見交換会開催実績＞ 

 第 1 回 2018 年 08 月 08 日 

 第 2 回 2018 年 10 月 15 日 

 第 3 回 2018 年 12 月 14 日 

 第 4 回 2019 年 01 月 31 日 

第 5 回 2019 年 03月 12 日 

 

＜意見交換会委員名簿＞ ※氏名五十音順 敬称略 

〈産業界〉 

穴井 宏和  株式会社富士通研究所 人工知能研究所 プロジェクトディレクター 

曽我部 完  株式会社グリッド 代表取締役 

高原 勇   筑波大学未来社会工学開発研究センター センター長 特命教授 兼 

トヨタ自動車株式会社 S-フロンティア部 主査 

西原 基夫  日本電気株式会社 執行役員（中央研究所担当） 

矢野 和男  株式会社日立製作所 フェロー 理事 

 

〈大学等〉 

木村 正人  金沢大学理工研究域 数物科学系 教授 

小谷 元子  東北大学材料科学高等研究所 研究所長・教授 

鈴木 貴   大阪大学数理・データ科学教育研究センター 特任教授 

長谷山 美紀 北海道大学数理・データサイエンス教育研究センター センター長 

若山 正人  九州大学理事・副学長  

 

〈ゲストスピーカー〉 

【第 3 回】 

長瀧 重博  理化学研究所数理創造プログラム 副プログラムディレクター 

前田 吉昭  東北大学研究推進・支援機構知の創出センター 特任教授 

【第 4 回】 

大田 佳宏  Arithmer 株式会社 代表取締役社長兼 CEO 

加藤 文元  東京工業大学理学院数学系 教授 

北川 拓也  楽天株式会社 常務執行役員 テクノロジーディビジョン CDO 

三宅 陽一郎  株式会社スクウェア・エニックス テクノロジー推進部  

リードＡＩリサーチャー 
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８． 数学・理数系人材に対する期待（委員等コメント） 

〈産業界〉 

● 穴井 宏和  株式会社富士通研究所 人工知能研究所 プロジェクトディレクター 

産業界からの数理人材への期待も高まり、大学での数理人材の育成プログラムも急速に

整備されたくさんの人材が育っていくと期待されます。このような状況下において、先端

数理によって革新的な技術を生み出すための研究・開発が進展することに加えて、それら

が産業界で活用されビジネスに新しい価値をもたらし社会に大きく貢献している、そんな

将来を実際にどう実現していくか、それこそが「数理資本主義」の時代に最終的に求めら

れる重要なことだと考えています。 

数学が、真に国富の源泉となるための方策そしてそれを産業界でリードする人材の育成

も、数理人材の育成同様に待ったなしで対策を進めていくべきだと思います。以前より、

数理技術を理解し活用できる橋渡し人材・翻訳人材の必要性は唱えられてきていますが、

それだけにとどまらず、数理に関する知見を備えつつ経営に資する視点（技術経営、特に、

数理ならではの技術経営の力）も兼ね備えた人材を輩出できるような取り組みを産官学と

で協力して推進していき、数学が産業競争力向上へ継続して貢献してけるようになること

を期待しています。 

 

● 曽我部 完  株式会社グリッド 代表取締役 

この社会には不便な事や、非効率なことがたくさんあり、教育や産業に関わっている人

は皆、社会を良くしたいと日々奮闘しています。 

昨今 AI が注目を受けていますが、その原理原則は数学と物理です。社会はより高度化

し、複雑になってきており、解決したい問題や、社会課題、自分が直面している不便を解

決したいと思う時、きっと数学は必要な知識やスキルになるでしょう。 

数学を学ばれる時に是非心に留めて頂きたい事は、数式の解き方を覚える事が重要では

なく、アルゴリズムが行なっている事の概念を理解する事が重要です。計算はコンピュー

タがやってくれますので、人間は何をどのように解決したいかを考える事や、それをデザ

インする事が重要です。数式やアルゴリズムの概念をより理解して、使いこなせるように

なると、無限のアイデアと可能性が皆さんの目の前に広がってくるでしょう。 

ぜひ皆さん自身が強く解決したいと思う社会の問題に取り組んで下さい。きっとその時

に数学は役に立ってくれると思います。 
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● 高原 勇  筑波大学未来社会工学開発研究センター センター長 特命教授 兼 

トヨタ自動車株式会社 S-フロンティア部 主査 

『数理応用による社会課題解決への期待と社会システムへの反映』 

私は数学を共通言語として課題共有した共同研究の進展や若手のアイデアを伸び伸び

と引き出す数学の可能性に大きな手応えを感じている。ビジネスシーンでも「ナッシュ均

衡」のような数学用語で伝える一意性と発展性に優れた効果があることを国内外で経験し

た。 

日本のイノベーションエコシステムを作り上げるために数学の果たす役割は大きい。同

時に、数理応用を発展させていく大きな力は若い世代である。若手人材の育成は初等から

高等教育と研究活動の賜物であり連綿と続けていくことが必須である。 

天然資源が限られる日本にとって数理資本主義という発想はすばらしい。それゆえに一

過性の議論とせず、粘り強く議論を重ねて、数理応用を持続的に発展させる具体的な施策

を社会システムに反映すべきではないだろうか。 

数理博士人材の抜擢プログラム、初等から高等教育に至る進度別プログラム、数理研究

の税制優遇など施策案は枚挙できる。第 6 期科学技術基本計画への反映や優れた実例を

FACT BOOK として共有することも有用である。 

私は離散数学が好きであるが、複素解析を学んでからでないと出会えなかったし、難解

だと思い込んでいた。今にして思えばもっと自由に接してもよかった。筑波大学で私が担

当する講義では、関心や必要なことからの数学との出会いを勧めている。数理応用の可能

性は無限であり、その発展と持続を産学官民・社会で担保していく時代を迎えているので

はないだろうか。 

 

● 西原 基夫  日本電気株式会社 執行役員（中央研究所担当） 

今、産業界では特に AI、データサイエンスやセキュリティ領域において、大学で数学を

学んだ、あるいはその素養を持った人材が活躍できる場面が多く存在している。 

実際、弊社中央研究所では、以前より理数人材を採用しており、大学院で身につけた高

度な数学力や統計分析のスキルを持った若手研究者が、AI、データサイエンスやセキュリ

ティの研究開発に従事している。また、シニア層は AI・セキュリティ関係部門の上級研究

管理者として後輩を指導するなど、理数人材が活躍している。 

特に機械学習やデータサイエンス領域は統計学等の数学をベースに発展してきた。 

統計学や確率論の本質を正しく理解し、幅広い数理工学の理解無くして、データ分析を行

うことはできない。 

また、数学という学問は抽象的な論理思考そのものである。デジタルトランスフォーメ

ーションによる社会変革が起こりつつある時代に、この抽象的な論理思考能力は全てのイ

ノベーションに必要となるであろう。 
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弊社としては、今後も優秀な理数人材の採用を進めるとともに、数学を研究している若

手の先生方との密な連携や、社会人に向けた再教育についても検討しているところである。

今後、産官学一体となって理数系人材を育成し、産業界で活躍できるよう取り組みを進め

ていくことが「Society5.0」の実現に向けて重要である。 

 

● 矢野 和男  株式会社日立製作所 フェロー 理事 

『「数理資本」と日本の競争力』 

なぜ今この「数理的な能力」が必要なのでしょうか。それは単に人工知能やデータが注

目されているからではありません。 

 20世紀には、標準的なモノやサービスを国の隅々まで行き渡らせることが事業の役割で

した。この時、仕事を「標準化」し、そのプロセスやルールを「横展開」することで生産

性が向上しました。そして、標準化されたモノやサービスを提供するために必要な専門能

力に分解され、それぞれに高等教育が行われてきました。 

 しかし 21 世紀の社会は「変化」と「多様性」を求めており、画一的なモノやサービスの

価値は急速に低下しています。従って、標準的なルールを作り、それを守るだけでは、価

値を生み出せません。 

 我々は、むしろ恐れず社会が求める「大きな目的」の実現に向け、必要なことは何でも

行うことが求められます。まず追求すべき大きな目的があり、大きな目的であるほど不確

実なので、問題は複雑になります。特定の専門知識や能力では解けなくなります。それは

「私の専門ではない」という態度では何もできないのです。 

 だから、数理的な能力が必要なのです。「数理資本」とは、このような複雑な問題解決を

図るときに、人が持つべき力なのです。問題を抽象化し、あらゆる問題の本質を分類を超

えて的確に捉える力です。数理的な能力をもって問題を捉えれば、あらゆる社会の問題が、

「私の問題」になるのです。そして、今社会が、日本が求めているのは、このような人材

です。 

 ただ、これからの数理的な人材には、もう一つ重要なことが必要になります。大きな目

的ほど、必要な資源は幅広くなるので、企業や分野の垣根を越えた協力が必要です。自ら

の数理的な力を使い、周りの人たちと「協創」する能力が必要です。この目的から出発し、

周りと協力して解決する発想は、これまでの数学や理論物理学で育成してきた人材とは異

なります。 

 この新しい「数理資本」をもった人材の育成に成功している国はありません。だからこ

そ、日本にチャンスがあります。今こそ、国をあげて、このような人材を育成する挑戦に

投資すべき時です。 
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〈大学等〉  

● 小谷 元子  東北大学材料科学高等研究所 研究所長・教授 

ガリレオ・ガリレイは「宇宙という書物は数学の言語で書かれている」と述べた。また、

不確実な現象を記述し予測するための確率解析の生みの親である伊藤清は、数学を「宇宙

の原理、原則を研究する学問」と言っている。ここで「宇宙」とは自然界、人間界の神羅

万象を含めたものである。 

自然・社会における現象は様々な要素が絡み合う複雑なものである。これを理解する科

学や社会の成熟に応じて数学に対する要望は変遷し、また、数学はそれに刺激を受けて発

達してきた。 

20 世紀末～21 世紀、計算機の性能が加速的に向上し、またインターネットの普及によ

り世界がつながる「デジタル化社会」「デジタル革命」という言葉で表される社会が姿をあ

らわし、数学に対する期待はまた新しい時代に入ったということを強く感じている。 

一方で、同時期に数学においても、その内的な駆動力によって、デジタル化されたデー

タに隠れた構造を見出し、意味や理解に変換するための概念や手法が開発され、数学が大

きく展開している。今、まさに社会と数学が出会う絶好のタイミングであると感じている。 

多様化する価値観にきめ細かく応え、一人一人が幸福と感じる社会システムをいかに信頼

性・持続性をもって構築するかに数理の果たす責任を強く感じている。 

 

● 鈴木 貴  大阪大学数理・データ科学教育研究センター 特任教授 

『1950 年代という現象』 

5 回にわたる意見交換会で、科学技術や学問の進展によって新しい社会が拓かれていく

様子を体感し、対処すべき課題や手立てに思いを馳せた。多くの報告に接し、センターで

のスタディグループやインターンシップの運営も進歩したようである。 

私からは、（1）学生気質を踏まえ、官民の知恵を絞り、アクチュアリーをモデルとした

AI 技能資格認定制度のオーソライズと、それによる数学科学生の新規進路開拓、（2）産業

革命の動向をリアルタイムでくみ取り、産業界から学問の創成を促す新規研究経費の開設

という 2つの方策と、数学を活用した産業活性化と教育の普及という従来の方向に加えて、

数学者を活用できる人材の育成という視点を提案させていただいた。 

さて、最近ホジキン・ハクスレイ方程式とチューリングパラダイムが同じ 1952 年に発

表されていることに気が付いた。調べてみると、1950 年のナッシュ均衡、1956 年のポント

リャーギンの最大原理、1959 年の量子コンピュータの提唱など、これまでと違う何かが、

大戦終結の解放感から冷戦による閉塞感に移行するこの年代でとりあげられているよう

である。それは混沌からボトムアップされる秩序が、他者のまなざしによって変質する機

微であり、その状況は AI と SNS が浸透する現在そのものである。今回は今後の数学とい

うことであるが、そうしてみると、不条理を扱うことが使命とも考えられる人文科学の対
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象に、明晰な論理と数学が潜んでいることが明らかになっていく時代が来ているのかもし

れない。 

 

● 長谷山 美紀  北海道大学数理・データサイエンス教育研究センター センター長 

政府の「統合イノベーション戦略推進会議」において、有識者から「AI・数理・データ

サイエンス教育を 3 年以内に大学全学部学生に必修化する」ことが提言されました。   

これからの社会では、文･理の区分無く、あらゆる分野の人材が、データを読み解く力と

なる「データサイエンス」の素養を身につけることが必要になります。その中でも特に、

理数系人材は、数理・データの力で未来をデザインし、我が国の Society5.0 の実現を担う

人材となることが期待されるでしょう。 

このような実践力を持つ人材が、産･官･学･地域連携による次代を見据えた新たな教育・

人材育成・研究の基盤により輩出されるよう、私たち大学人は、新しい大学機能の改革に

取り組んでいきます。 

生み出される人材が、個々にフロンティア精神を持ちながら互いの専門性を理解し、協

働により社会の課題を解決していく「知的ネットワーキングによる未来社会創造」が実現

することに期待しています。 

 

● 若山 正人  九州大学理事・副学長  

経済発展への焦りもある。近年の政府・文部科学省による大学改革を促す施策のなか、

教育・研究へのファンディングと評価を通して、日本の大学の個性・特徴が失われてきて

いるのではないかと感じることが多い。研究は、それがその名に値するものであれば没個

性的ではあり得ない。しかし国の施策を反映してか、全体で見ると、研究の方向性や方法・

進め方は必ずしもそうといえない。問題は、学問や社会の発展に必要な diversity がもつ

強靭さが失われかねないことである。 

一方で、数学はあらゆる分野の学問や研究開発と交わり得る。diversity の源泉のひと

つにもなる。実際、数学ほど膨大な応用ポテンシャルを持つ学問は、おそらく、ない。 

それは、データ・サイエンスの基礎という観点に立つものに限らない。数学そのものも

また、諸科学・学芸や研究開発との真剣勝負の機会を得ることで研究の沃野を拓くことが

できる。 

たとえば、そうした広がりの延長上に生まれる数学の発見は、10 年後ではまだ応用が難

しいかもしれない。しかしそれが、予想外の応用を生む、あるいは次の進歩の根となる科

学上の成果であったとわかる日がさらなる 100 年後に来るかもしれない。 

本報告書の示す方向が、国、産業界、教育分野の Action Plan 等に反映されることで、

想像を遥かに超えた新しい活動が生まれ、加速され、諸科学分野と数学の個性的なアイデ

アが協奏して、光り輝く若い人材を生む環境が整って行くことを願っています。  
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〈ゲストスピーカー〉 

● 大田 佳宏  Arithmer 株式会社 代表取締役社長兼 CEO 

Arithmer は東京大学大学院数理科学研究科発のベンチャー企業です。私達は、現代数学

を応用して、様々な企業に AI ロボットシステムを導入しています。その多くは、単なる業

務自動化のための IT システムではなく、継承が難しい高度な専門技術や、人間の手では

実現不可能な技術の実装を進めています。その結果として、画期的な薬の開発や、安全な

社会の実現など、社会貢献のための数学の応用、を目指しています。 

数学はあらゆる科学技術の基礎となっていますが、特にその数学のもつ自由な世界感が、

様々な現象を記述する上でも非常に強力なツールとなります。ビジネスにおいても、属人

的な作業は将来大きなリスクとなりますが、そのほとんどが計算可能な現象に還元され、

すなわち計算機、AI で記述可能となります。 

私達はこのような新しい世界を切り開く為の現代数学を強く必要としており、また同時

に、様々な現象を記述していく中で、より多くの数学者と議論を重ね、さらなる新しい数

学の理論が生まれることを期待しています。 

 

● 加藤 文元  東京工業大学理学院数学系 教授 

数学はおそらくその時々の世代には想定できないほど広い可能性と深い有用性を秘め

ている学術領域の複合体ですが、その割には、コンテンツの価値をなかなか直接的に評価

しにくい領域でもあります。 

わが国は明治維新（さらに遡れば江戸時代の和算）以来、時代の先端を行く数学のリソ

ースを着実に蓄えて来ました。このリソースをいかにして活用し、さらに次世代に受け渡

して行くかという点について、現在の日本社会は、多くの意味で地殻変動期を迎えている

と感じられます。 

特に、ネット空間から高度な数学の知識を吸収する多くのスーパー中高生など、近年の

ネット社会を背景として、高いポテンシャルを持つ新しい俊才層が形成される一方で、彼

らを含む多様な若年層を受け入れる大学の数学教育レベルをいかに引き上げるべきかな

ど、問題は複雑に錯綜しています。 

数学的リソースの活用と世代間連続性の確立のために、現時点で取り組むべき問題は少

なくありません。そのような中で、行政や大学、あるいは民間レベルで、いろいろな活動

が始められていると思います。 

NPO 数理の翼では 1980 年の第 1 回セミナーから続いている「数理の翼夏季セミナー」な

どのセミナーを主催し、意欲的な中高生への啓蒙活動を一貫して続けております。これら

の活動が、昨今の「数理資本主義」の世界潮流の中で、数学がさらに活躍し、夢を実現で

きる社会の育成に資することが望まれます。 
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● 北川 拓也  楽天株式会社 常務執行役員 テクノロジーディビジョン CDO 

過去 20 年においてインターネットが世の中のデジタル化を推し進め、多くのことがデ

ータ化された今、今後 10 年で AIが産業の生産性を大きく向上させる可能性は高い。この

次なる産業革命において、AIを発明、改善、適応していくにあたり、科学的素養や数学的

素養はとても重要になる。 

特にこれらのデータを正しく読み解くにあたり、ビッグデータの言語ともいえる統計学、

そして機械学習やディープラーニングで多用される線形代数を抵抗なく読み解けること

は、これらの分野を深く理解ために重要となる。 

ただそれだけでなく、その先にある AI と人類が共存する世界においては、「なぜ」AIが

そのような判断に至ったのかを理解することが必須となり、AI をブラックボックスとせず

メカニズムや構造を理解しようとする物理などといった自然科学で発達したモデリング

の素養もますます重要になってくる。 

学術分野の先生方のみならず、企業の幹部にもこれらの素養を持った人材が多く存在す

ることが、国全体における中長期的な産業の強みにつながっていくと思われる。 

 

● 三宅 陽一郎  株式会社スクウェア・エニックス テクノロジー推進部  

リードＡＩリサーチャー 

数学の基礎は最低 2 年かかり、社会人になってからはなかなか難しい。大学において数

学をマスターできた人はそれだけでアドバンテージがあるが、数学だけできる、ではむし

ろ、企業では働きにくい。プログラミングなり、製作なり、数学以外のものができてこそ、

逆に数学の力が、底にゲタを履かせてくれる形で、何倍にも増幅された能力となる。そし

て、それが国家の戦略としても数学を活かす指針となる。数学の高度な能力を持ちつつ、

数学以外の道を作ること。それによって数学は日本社会の潤滑油になるのである。 


